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図 1 は、過疎地域2とそれ以外の非過疎地域の人口変動を示している。 
                                                        
*関西学院大学大学院総合政策研究科博士課程前期課程（ajn28949@kwansei.ac.jp） 







財政力指数（平成 8～10 年度）が 0.42 以下、公営競技収益が 13 億円以下で、①昭和 35 年～平成 7 年の
人口減少率が 0.30 以上、②昭和 35 年～平成 7 年の人口減少率が 0.25 以上で 65 歳以上人口比率が 0.24 以
上、③昭和 35 年～平成 7 年の人口減少率が 0.25 以上で 15～29 歳人口比率が 0.15 以下、④昭和 45 年～平
成 7 年の人口減少率が 0.19 以上、のいずれかに該当する市町村。ただし、①②③の場合、昭和 45 年～平



















図 1. 過疎地域と非過疎地域の人口変動 






る。現在、地方に多くを占める 13 万 9 千の農業集落の内、生産活動に不可欠である、地域
                                                                                                                                                                  
成 7 年の人口増加率が 0.10 以上である団体は除く。 
なお、財政力指数とは、地方交付税額の算定の基礎となる指数であり、標準的な行政活動を行うために必
要な一般財源需要額に対する地方税等の税収の割合をいう。この数値が高く、1 に近く或いは 1 を超える
ほど財源に余裕（自主的な適応力）があることとなる。 
ちなみに、平成 12 年国勢調査の結果による人口の年齢別構成が平成 13 年 10 月末に公表されたことから、
自立促進法第 32 条の規定により、上記の要件を以下のとおり読み替えて、該当する市町村について平成
14 年 4 月 1 日付けで追加公示を行い、本法の規定を適用している。 
財政力指数（平成 10～12 年度）が 0.42 以下、公営競技収益が 13 億円以下で、①昭和 40 年～平成 12 年
度の人口減少率が 0.30 以上、②昭和 40 年～平成 12 年の人口減少率が 0.25 以上で 65 歳以上人口比率が
0.24 以上、③昭和 40 年～平成 12 年の人口減少率が 0.25 以上で 15 歳～29 歳人口比率が 0.15 以下、④昭
和 50 年～平成 12 年の人口減少率が 0.19 以上、のいずれかに該当する市町村。ただし、①②③の場合、
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900 集落である4。つまり、約 3 万近くの農業集落が崩壊、もしくは、それに近い状況に置
かれている。さらに、市町村への調査によると5、高齢者の割合が 50%以上の集落のうち、




されていた。ここで、中山間地域の概要を表 1 において確認しておく。 
 
表 1. 中山間地域6の全国にしめる割合 
（出典）農林水産省中山間整備推進室ホームページ。2009 年 1 月 17 日閲覧 
＜http://www.maff.go.jp/nouson/chiiki/home/chuusankansitsu/data/q-a/q-a1.html＞ 
 











                                                        
4 農林水産省ホームページ『平成 19 年度 食料・農業・農村白書』pp.146～147。2009 年 1 月 17 日閲覧 
＜http://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h19/pdf/z_1-2-3.pdf＞ 
5 脚注 3 に同じ。 
6 明確に記載されていないため、ここでの中山間地域の概念は脚注 3 の a）もしくは b）のどちらの考え
に従ったものかは不明である。 
7 保母（1996）、丸山（2006）、田畑（1999）を参考にした。 



























































味村 調査日：2008 年 9 月 24 日～9 月 28 日） 
②宮城県丸森町「大張物産センターなんでもや」店長佐久間憲治氏へ運営形態、収支状況
等の聞き取り調査（調査日：2008 年 8 月 24 日） 
③京都府美山町（現南丹市）元美山町助役の小馬勝美氏および有限会社ネットワーク平屋
取締役総務部長の寺井憲治氏へ「ふらっと美山」の運営形態、収支状況等の聞き取り調








北に離れている。表 2 に、今回の調査で訪れた共同店の概要を示しておく。 
 










沖縄国際大学南島文化研究所の調査によると、1970 年代末期には沖縄全土に 120 もの共同店が存在して









区の人口 210（2008年10月末） 442（2008年10月末） 195（2008年10月末）












運営形態 株方式 請負（入札）方式 直接運営方式
行政などからの補助金 なし なし 不明






























                                                        





2008 年 9 月 28 日撮影。 
写真.3：喜如嘉共同店で販売されている薬。





9 月 28 日撮影。 
写真.1：奥共同店。左手にはガソリンスタ
ンドを併設している。2008 年 9 月 25 日撮
影。なお、本稿の写真は全て筆者撮影。 








方式である。その他の特徴に関しては、表 3 を参考にされたい。 
 
表 3. 沖縄の共同店の運営方式15 
（出典）筆者のヒアリング調査を基に作成 
 
図 2 は奥共同店の年度別利益を示したものである。この図 2 からも明らかなように、平


















図 2. 奥共同店年度別利益の推移 
（出典）『奥共同店創立百周年記念誌』 












































この大張地区では 2000 年に JA の支所が撤退、2002 年には地区唯一の小売店が廃業し、
日々の買い物等において地区の住民が不便を強いられる中、2005 年に本事例で取り上げる
「大張物産センターなんでもや」（以下、なんでもや）がオープンした。なお、大張地区と
なんでもやの概要は表 4 のとおり。 
人口は 1057 人、イベント等がない限り通常の店員数は 2 名となっており、出資者 23 名






























































































関する写真は全て 2008 年 8 月 24 日撮影。 
写真.6：このように、近所の方が作った野
菜も販売されている。 











のある旧北桑田郡京北町（現京都市右京区）まで約 17 キロ離れている。 
平屋地区の JA 支店が閉鎖されることになり、住民有志が共同出資をして店舗の営業を
引き継ごうと決断、名乗りを上げたメンバー87 名のうち、18 名で資本金 300 万円を負担、





表 5 は平屋地区とふらっと美山の概要を示したものである。人口が 967 人、有限会社形
式をとっているため、役員 6 名、幹事 2 名、店舗スタッフ 6 名と他の事例よりスタッフが
多いことが特徴として挙げられる。なお、行政などからの補助としては、建物自体を市か
ら借り受けているという点が挙げられる他、道の駅に指定されているため国交省からも補
                                                        






















































ふらっと美山に関する写真は全て 2007 年 12



























表 6. 美山町各有限会社の売上実績 
※単位：千円  ※ショップ 21、大野屋については決算による売り上げ。 

















地区名 知井 平屋 宮島 鶴ヶ岡 大野
有限会社名 ㈲知井の里ショップ21
（有）ネットワー
ク平屋　ふらっと ― （有）タナセン （有）大野屋
H15 26,271 109,260 ― 52,000 55,390
H16 27,458 108,790 ― 43,576 59,448
H17 25,234 136,723 ― 42,127 62,030













































19 沖縄県の共同店における福祉機能に関して、上地（2003）が論じている。参照されたい。  
20 例えば、沖縄県での調査において国頭村の伊部という区（字）の共同店も取材したが、伊部自体には
戸数は 4 軒のみ、住民は 8 名ほどしかいないという。さらに、その共同店は現在、個人で経営されている、
つまり、個人商店と何ら変わりがないとのことであった。店先の道路も交通量の多い道ではなく（すぐ先
に砂浜があり、夏は賑わうそうである）、経営が成り立っているというのが不思議であった。 
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